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1.はじめに 植生工は，表層土の侵食防止に併せて自然環境の保全・復元効果，周辺景観との調和を目的として

用いられている．近年では，地球温暖化防止や維持管理コストの低減などの面からも法面の樹林化が図られてい

る．しかし，斜面表層部の安定性や侵食防止における根系の働きについては必ずしも十分に解明されていない．

本研究では，根系の代替材として麻紐を混入した土の割裂引張試験を実施し，根系混合土のせん断強度の増加を

引張強度の観点から検討した． 

2.根系混合土の強度評価 これまでに一面せん断試験における土のせん断強度は根系を含むことによって高くな

るという結果が得られている．矢田部ら 1)は，根系と見立てた毛糸を混入した土の一面せん断試験結果から，根系

を混入することにより，内部摩擦角はほぼ一定のまま，見かけの粘着力が増加することを示している．著者らも

また，図-1 に示すように，根系および根系の代替材として麻紐を混入したまさ土の一面せん断試験結果から同様

の傾向があることを確認している．そこで，図-2に模式的に示すように，

クーロンの破壊規準において，破壊線を垂直応力σが負の領域まで延長で

きるものと仮定して，σ<0 の領域で交わる点までの長さを見かけの引張

強度σt
＊と定義し，根系の混入によるσt

＊の増加量をΔσt
＊として算出し

た．ただし，本来の引張強度σt は図示するように破壊規準線に内接する

モール円の直径の左端の値として定義される．ここでσt
＊は各質量含根率

について鈴木ら 2)による圧密定圧一面せん断試験により求めた内部摩擦

角φdと見かけの粘着力 cdから求めたものである．なお，図-1 に示した cd

の増加は根系を混入することにより引張強度が生じ，それに起因して生じ

たものと考えた． 
3.割裂引張試験 根系を混入した土の割裂引張試験においては，供試体を

写真-1に示すように軸圧縮速度 1 %/min で圧縮し，割裂引張強度σtを以

下の式(1)から算出した． 
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ここに，Pmax：最大割裂破壊荷重，D0：試験前の供試体の直径，Df：割裂

破壊時の供試体の直径Df，l：試験前の供試体の長さである．試料は0.85 mm

ふるいを通過したまさ土を用い，最適含水比に調整した．根系の代替材と

して 2 cm に裁断した麻紐を混入した．供試体は直径 60mm，長さ 20 mm

の円柱である．試験は根系の質量含根率 Crmを 0 %，1 %，2 %，3 %，4 %

の 5 通りに変化させ，各 Crmについて麻紐の混入方向が P の載荷方向に対

して垂直になるように 10 回，Crmが 0 %， 2 %， 4 %の 3 通りで不規則方

向に 5 回実施した．最大圧縮荷重 Pmax を測定するまで圧縮し，供試体の

間隙比については，根系を固体相とみなした場合の間隙比 er を次の式(2)

のように定義した．ここに，Crvは体積含根率 (=Vr/Vs×100)である． 
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図-1 質量含根率の変化に伴う粘着
力，内部摩擦角の変化 
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図-2 引張強度と粘着力の関係 

 
 

    
写真-1 割裂引張試験の状況 
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4.試験結果と考察 図-3に Crm＝0，1，2，3，4 %の場合における割裂引張

試験における軸変位Δh と軸圧縮力 P の関係を示す．Crm＝0 %の場合，P は

ピークに達するとすぐに低下しているのに対して，Crm＝1～4 %の場合，P

はピークに達した後も残留している．これは根系を混入することにより，ピ

ーク値は増加し，土と根系との間に摩擦抵抗が生じ，「粘り」がでたことに

より土の脆性的挙動が改善されたと考えられる．P の残留量については，根

系の混入量には大きく影響せず，各 Crmにおいても一定の傾向はみられなか

った．これは供試体の成形状況や根系の配置などの違いによるものと考えら

れる．ここで，麻紐の混入方向が規則的な場合と不規則な場合の Crmと根系

混合供試体のσtの関係を図-4 に示す．図中の 2 直線はそれぞれ各 Crmにお

けるσtの平均値を最小二乗法で近似したものである．2 通りとも各 Crmにお

いてσt にはばらつきがあるものの，その平均値は Crm が増すごとに直線的

に増加する傾向にある．また，麻紐の混入方向が P の載荷方向に対して垂直

にした方がσt の平均値は大きくなる．これは根系自体の引張強度が働いた

と考えられる．σt のばらつきの原因として，根系を混入させた土の不均一

性によることが考えられる．図-5に先に定義した er とσtの関係を示す．こ

れより，er が小さくなると，ばらつきは大きいものの，σt が増加する傾向

が見られる．ただし，現時点のデータから直ちに供試体の間隙比が引張強度

に直接影響を及ぼしているとは断定できない．最後に，図-6 に図-4 に示し

た規則的な麻紐の混入方向であるσtの平均値，σt＊および Crmの三者の関係

を示す．σt
＊もまた Crmの増加に伴って直線的に増加している．しかし各 Crm

においてσt＊はσt の平均値よりもはるかに大きく，図-2 におけるσt＊の仮

定の妥当性を今後検証する必要がある．σt＊とσt の増加量を直接比較する

ことはできないが，両試験とも根系を混入することにより引張強度が発生し，

根系の含有量が増すごとに引張強度が大きくなり，その結果として土のせん

断強度を増加させると考えられる． 
5.まとめ 本研究では，根系を混入させた土に対して割裂引張試験を実施し

て，割裂引張強度と質量含根率の関係を検討した． 

(1) 根系を含むと軸圧縮力はピーク強度に達した後も残留し「粘り」が生じ，

土の引張強度における脆性的挙動が改善された． 

(2) 根系を混入することにより割裂引張強度は増加し，増加量には根系自体

の引張強度が関係する．また，根系を固体とみなしたときの間隙比が小

さくなると割裂引張強度は大きくなる．そして，質量含根率が高くなる

につれて割裂引張強度は増加する．  
(3) 根系混合土のせん断強度の増加は見かけの粘着力の増加によるもので

あり，粘着力の増分は引張強度増分に起因するものと考えられる． 
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図-3 質量含根率が異なる場合の
軸変位と軸圧縮力の関係 
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図-4 質量含根率と割裂引張強度
の関係 
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図-5 供試体の間隙比と割裂引張
強度の関係 

 

0 1 2 3 4 50

2

4

6

8

10

0

10

20

30

40

50

質量含根率  Crm (%)

割
裂

引
張

強
度

 σ
t (

kP
a)

一
面

せ
ん

断
試

験
に

お
け

る
引

張
強

度
 σ

t ＊

：σ t
＊

：σ t

図-6 割裂引張強度と一面せん断
強度での見かけの引張強度の
関係 
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